

























































する立場(Jew et alり1999: Wagnild & Young, 1993等)と､プロセスあるいは結果として定義する立場
(Luthar etal., 2000; Masten & Reed, 2002等)である｡
プロセスあるいは結果として定義する立場においては､ …著しい逆境に置かれているにもかかわらず､
良好な適応が達成されていく動的な過程"(Luthar et a1., 2000)といった定義が為されている｡ "著しい
逆境"としては､精神障害を砲えーる両親による養育､両親の離婚､児童虐待､貧困等が取り上げられ､研




















不安､孤独感などの不適応症状が表れ(Hawker & Boulton, 2000;岡安･高山, 2000等)､それらのうちの

























特性としてリズィリエンスを概念化した研究の1つに､ Jew et al･(1999)のresiliency beliefsystemが
あるo resiliency belief systemとは､ "対処行動に因果的に先行して機能する信念体系"と定義されてお
り､その内容は"自分自身､自分の能力､人間関係､世界の善良さに関する認知を含む"ものである｡ Jew
et al･ (1999)は､ Mrazek & Mrazek (1987)が児童虐待の被害を受けながらも無事に成長した子どもたち









resiliency belief systemの中でも｢人生の肯定｣がいじめ被害体験の悪影響を緩和する一方で､ ｢愛他的信




























じめ被害者に現れる不適応症状の中でも特に報告が多いものの1つである(Callaghan & Joseph, 1995 :
Slee & Rigby, 1993)｡なお､自尊心の安定性は児童期および老年期は低く､青年期から成人期にかけて









































































ていくとされている(Masten & Reed, 2002)｡今後は､さらに多くの要因をモデルに取り込んだ上で洗
練されたモデルを構築していく必要がある｡
いくつか解決すべき問題は残されてはいるが､本研究の一連の成果は､不適応的ないじめ被害体験者
の青年期後期におけるリズイリエンスの実現を後押しする上で役立つであろう実証データを提供したと
いう点で画期的である｡問題点を改善した上で､さらなる知見の蓄積を進めて行きたい｡
論文審査結果の要旨
虐待などのような強い持続的なストレスを経験することは､その後の精神発達に負の影響を与えるの
が当然だと考えられてきた｡それにもかかわらず､虐待を経験した児童･青年が精神的･社会的に健康
な発達をとげることも少なくない｡この心理的回復のプロセスはリズィリエンスと呼ばれる｡また､本
人の内的特性としての回復力をリズィェンスあるいはリズィリエンシー(resiliency)と呼ぶこともあ
る｡本論文は､いじめ被害に的を絞り､その体験者が示すリズイリエンスとその関連要因について理論
的および実証的検討を行ったものである｡
研究では､青年期後期にあるいじめ被害体験者のリズイリエンスがどのような過程に支えられて生じ
るのかを明らかにするために､質問紙バッテリーによる調査および被害体験者との直接面接による調査
が行われた｡
研究1では､いじめ被害体験の長期的悪影響の防御要因になっている下位要素を特定するために質問
紙調査が行なわれた｡結果からは､ "対処行動に因果的に先行して機能する信念体系"であるresiliency
beliefsystemの中でも､特に｢人生の肯定｣がいじめ被害体験の悪影響を緩和する一方で､ ｢愛他的信念｣
がいじめ被害後の発達を好ましい方向へと変化させる"steeling効果"を有していることが示唆された｡
研究2では､ ｢愛他的信念｣と｢人生の肯定｣の各要素がどのようにいじめ被害体験者の青年期後期のリ
ズイリエンスに関与しているのか､特に現在の自己に対する影響力を明らかにすることを目的として､
被害体験を有する大学生に協力を依頼してインタビュー調査が行われた｡その結果､ ｢愛他的信念｣得点
の高い者は被害体験が現在の自己に対して与えた影響力を大きく見積もり､ ｢人生の肯定｣得点の高い者
は被害体験を肯定的に受け止める傾向が見られた｡この結果は､被害体験を"成長"のテーマの下に意味
付ける方略を採ることは､自己評価や自尊心の低下を防ぐ働きがあると解釈された｡
研究3では､いじめ被害体験者の不適応状態の持続に社会的スキルが関与しているかどうかが検討さ
れた｡いじめ被害体験者は被害体験の悪影響が長期に渡って持続してしまうことが多い｡その理由につ
いては､いじめを受けることで社会的状況に対して過度の警戒感を抱いてこれを避けるようになり､そ
の結果として年齢相応の社会的スキルを学習･実践する機会を被害体験者は失うことになり､不適応状
態に陥りやすくなる､という考え方がある｡そこで､いじめ被害体験者と非被害体験者間および適応的
ないじめ被害体験者と不適応的ないじめ被害体験者間で社会的スキルの比較が行われた｡その結果､い
ずれも有意な差は得られなかった｡従って､社会的スキルはいじめ被害体験者の不適応状態の持続に関
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与していないと言える｡
研究4では､自尊心レベルとストレスイベントに対するコ-ビングのスタイルが､どのような経路を
通じて被害体験の結果である｢抑うつ症状｣に影響を与えるかについて､因果的な過程の検討がなされ
た｡結果では､被害体験者､非被害体験者ともに､自尊感情から抑うつ症状への有意なパスが確認された｡
しかし､非被害体験者の場合は自尊感情が対人劣等感と問題回避を介して抑うつ症状を強めているのに
対し､被害体験者では自尊感情の低さ句対人劣等感を強めはするものの､それが抑うつ症状に対して影
響を及ぼすことはなかった｡問題解決･サポート希求のコこビングは､被害体験者の場合は自尊感情と
抑うつ症状との間を媒介していたが､非被害体験者ではどちらの変数とも関連がなかった｡肯定的解釈
と気そらしというコ-ビングは､非被害体験者では自尊感情の抑うつ症状への影響力を媒介していたが､
被害体験者の場合は自尊感情によって影響を受けるのみで抑うつ症状とは無関係であった｡これらの結
果は､いじめ被害体験者と非被害体験者では青年期後期の適応状態に影響する変数が大きく異なり､被
害体験者の場合､青年期後期のリズィリエンスを大きく左右するのは自尊心の高さとサポート希求型
コ-ビングの使用であると言える｡
本研究の結果から浮かび上がってきたのは､いじめ被害体験者の青年期後期におけるリズィリエンス
の実現にあたって､その背後にresiliency belief system-自尊心-サポート希求型コ-ビング-抑うつ
症状の低下という一連の要因間の関係が存在することであった｡特に､自尊心は抑うつに対して直接的
にも間接的にも影響を及ぼしていた｡自尊心の低さはそのまま抑うつ症状に直結し､サポート希求型コ-
ビングの使用も減少させて抑うつ症状を強めてしまう｡この結果から､いじめ被害体験者の青年期後期
の適応状態を改善するためには如何にして自尊心の低下を防ぐかが肝要であると考えられた｡また､
resiliency belief systemが"成長"ナラテイブを通じて自尊心の低下を防ぐことが示唆されたことから､
被害体験を現在の自己の中に肯定的に統合していくような支援のあり方が被害体験者には有効である可
能性も示唆されたと言える｡
本研究のデータは､後期青年期での回顧的な調査や面接によるものであるという制限を有する｡他の
発達研究のように､ある時点から同一人を追跡していくという研究方法をとることができれば､いじめ
被害からのリズィリエンスはより明確になるはずである｡しかし､この方法をとったときには､研究者
は発見されたいじめ行為やその被害による心理的適応の問題に対して､放置をせずにさまざまな時点で
介入しなければならない｡したがって､いじめ研究は､倫理上､因果的な過程を解明するためのピュア
な追跡研究を行うことができないという宿命を持っている｡
そうした条件の中で､リズイリエンスのプロセスを､いじめ被害体験について分析しモデル化をした
試みは､他に検討すべき要因も残されてはいるものの､人間発達の保護要因に関する問題の解明に寄与
するところが大きいと判断される｡よって､本論文の提出者は､博士(文学)の学位を授与されるに十分
な資格を有するものと認められる｡
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